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さいたま市長定例記者会見 

令和６年１１月２１日（木曜日） 

午後２時００分開会 

 

〇 進  行   それでは、定刻になりましたので、市長定例記者会見を始めさせていた

だきます。 

         それでは、記者クラブ幹事社、共同通信さん、進行をよろしくお願いし

ます。 

〇 共同通信   １１月の幹事社を務めます共同通信社と申します。よろしくお願いいた

します。 

         では、本日の会見内容につきまして、市長のほうからご説明お願いいた

します。 

〇 市  長   皆さん、こんにちは。 

         朝夕の冷たい風が身に染みる季節になりました。本格的な冬は、すぐそ

こまで来ている、そう感じるこの頃です。 

         さて、先週の土曜日、さいたまスタジアム２００２で、「さいたまマラソ

ンｉｎ埼スタ ｓｕｐｐｏｒｔｅｄ ｂｙ 明和地所」を開催しました。 ペ

アランの部や４時間チームランが行われましたが、参加された皆様が思い

思いのコスチュームで走っている姿や、チームメイトを温かく応援してい

る姿を拝見し、改めて走ることの楽しさやすばらしさを感じたところです。  

         また、今大会の目玉として、４時間チームランに「スイーツの部」を設

けました。参加された皆様には、プリンやロールケーキなど、様々なスイ

ーツを大いに楽しんでいただいたのではないかと思っています。 

         来年の３月には、「さいたまマラソン２０２５」を開催します。おかげさ

まで、マラソンの部のエントリーは定員に達していますが、エンジョイラ

ンの部、３キロメートルと１．２キロメートルについては、１２月５日ま

でエントリーを受け付けていますので、ぜひご希望の方は、大会公式サイ

トをご確認いただければと思います。  

         誰もがスポーツを楽しみ、誰もが参加できる、東日本屈指のマラソンの

祭典であり、挑戦するランナーを応援する大会です。開催まで４か月を切

りましたが、しっかりと準備を進めてまいります。 
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         それでは、議題に入ります。 

 

 

 

はじめに、議題１「令和６年さいたま市議会１２月定例会提出議案につ

いて」説明します。 

         まず、令和６年さいたま市議会１２月定例会を１１月２７日に開会しま

す。議案数は６１件です。内訳は、予算議案が９件、条例議案が１５件、

一般議案が３１件、道路議案が２件、人事議案が４件となっています。 

         次に、補正予算議案を説明します。一般会計で１５億３，７７２万円、

特別会計で３億９，８８９万４，０００円、企業会計で１億２，９５５万

円、合計で２０億６，６１６万４，０００円となっています。 

         補正予算の特徴について説明します。 

「１ 中央区公共施設再編・次世代型スポーツ施設の整備」についてです。 

         まず、中央区役所周辺の公共施設再編事業として、３１４億１，２３８万

２，０００円の債務負担行為を設定します。これは、老朽化している中央

区役所を含む周辺の公共施設を再編・複合化し、ＰＦＩ方式によって、中

央区役所周辺の公共施設再編事業を行うための事業者公募を開始するもの

です。 

         続いて、（仮称）次世代型スポーツ施設整備事業として、１３０億

７，１９７万８，０００円の債務負担行為を設定します。これは、与野中

央公園に（仮称）次世代型スポーツ施設を整備し、ＰＦＩ方式によって、

（仮称）次世代型スポーツ施設整備事業を行うための事業者公募を開始す

るものです。 

         次に、「２ 都心における都市機能の充実・強化」についてです。まず、

市街地再開発推進事業（浦和駅周辺まちづくり事務所）として、予算額

１４億９，４３８万４，０００円、併せて繰越明許費の設定をします。こ

れは、浦和駅西口南高砂地区第一種市街地再開発事業について、市街地再

開発事業を推進するため、施行者に対して補助金を交付するものです。 

        続いて、大宮駅西口第五地区まちづくり用地整備工事として、１億

９，３８３万１，０００円の債務負担行為を設定します。これは、大宮駅

市長発表：議題１「さいたま市議会１２月定例会提出

議案について」 



 
3 

西口第五地区が防災面・交通面で抱えている課題に対応するため、令和３年

５月に策定した大宮駅西口第五地区まちづくり方針に基づき、都市計画道

路と公園の整備を実施するものです。 

         続いて、「３ 子ども・子育てを支える都市の実現」についてです。まず、

母子保健健診事業として予算額８５万３，０００円を計上しています。こ

れは乳児の健康の保持及び増進を図るため、１か月児の健康診査に係る費

用の一部助成を令和７年４月から開始するに当たり、健康診査に要する健

診票の調達や医療機関との契約に伴う準備を行うものです。 

続いて、若者自立支援ルーム運営事業として、１億２，５７７万

５，０００円の債務負担行為を設定します。これは、社会生活を営む上で

困難を抱える若者の自立支援を行うため、若者自立支援ルームについて、

令和７年度以降の運営事業者を選定するための債務負担行為の設定を行う

ものです。 

         次に、「４ 市立病院の医療提供体制の維持・確保」についてです。病院

事業会計の一部として、予算額７，２９５万６，０００円を計上していま

す。これは、医師不足に対応するため、院外から招聘する医師を増員する

とともに、治験受託の増加に伴い、不足が見込まれる治験受託研究費を増

額するものです。 

         次に、「５ デジタルインフラ整備の推進」についてです。生活保護シス

テム機器等の賃借料として、２，３９５万７，０００円の債務負担行為を

設定します。これは、生活保護システムの賃貸借契約満了に伴い、令和７年

度当初から本市の基幹系システム標準化までの期間について、再リース契

約を締結する必要があるため、債務負担行為の設定を行うものです。 

         次に、「６ その他」についてです。まず、公共工事の施工時期の平準化

のため、一般会計ではスマイルロード整備工事外１６事項として１５億

３，４８０万２，０００円、特別会計では、江川土地区画整理事業特別会

計で２，４８６万円、企業会計では、下水道事業会計で６億８，４７０万

円の債務負担行為を設定します。 

         続いて、令和７年度以降の指定管理者指定のために、文化センター管理

業務外１７事項として、８６億２，４７７万３，０００円の債務負担行為

を設定します。 
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         続いて、新設大和田地区小学校整備事業として、１億８，０１２万

９，０００円の継続費の変更を行います。これは、新設大和田地区小学校

建設工事において、工事受注者からの公共工事設計労務単価等の上昇によ

る請負代金額の変更請求に伴い、契約額を変更するものです。 

         続いて、中等教育学校整備事業として、５，６５６万７，０００円の債

務負担行為を設定します。これは、ＰＦＩ方式により、設計、施工から維

持管理、運営まで一括して行っている大宮国際中等教育学校整備事業につ

いて、物価水準の変動に伴い契約約款に基づきサービス対価を改定するも

のです。 

         次に、主な条例議案について説明します。さいたま市清掃センター条例

の一部を改正する条例を制定します。 

         改正内容は、老朽化が進行しているさいたま市東部環境センターを廃止

して、さいたま市見沼環境センターを新たに設置するものです。施行期日

は令和７年４月１日です。 

         資源の有効利用を促進し、また安定した廃棄物処理を継続するため、廃

棄物処理施設全体の計画的な更新・再編を図ってまいります。 

 

 

 

         次に、議題２「国連気候変動枠組条約第２９回締約国会議（ＣＯＰ２９）

に参加しました」について説明します。 

         アゼルバイジャン共和国の首都バクーにおいて、ＣＯＰ２９が１１月

１１日に開幕しました。 

         私は、１１月１１日の午後に現地入りして、１３日までの期間、ＣＯＰ

２９に参加してきました。現地では、初日のプレスカンファレンス、２日

目に本市が主催した会議「Ｅ―ＫＩＺＵＮＡ Ｈｉｇｈ―Ｌｅｖｅｌ Ｔ

ａｌｋｓ」そして２日目と３日目に参加したジャパン・パビリオンのセミ

ナーに登壇しました。 

         最初に、現地到着後、プレスカンファレンスに参加しました。ここでは、

さいたま市の紹介をさせていただいた後、Ｇ７各国の都市連合であるＵｒ

ｂａｎ７の一員として、気候変動における都市が果たす役割の重要性につ

市長発表：議題２「国連気候変動枠組条約第 29 回締約

国会議（ＣＯＰ２９）に参加しました」 
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いてスピーチするとともに、翌日の本市主催の会議を告知させていただき

ました。 

         本市主催の会議として「Ｅ―ＫＩＺＵＮＡ Ｈｉｇｈ―Ｌｅｖｅｌ Ｔ

ａｌｋｓ」を開催し、Ｇ７政府関係者、Ｕｒｂａｎ７自治体首長にご参加

いただきました。日本の自治体が海外で開かれるＣＯＰで会議を主催する

のは初めてとなります。 

         この会議では、都市の脱炭素化とＧ７諸国及びその他の地域におけるマ

ルチレベルの協力に関する取組に焦点を当て、２０２４年のＧ７イタリア

議長国での成果や気候変動における自治体の役割、連携の重要性について

共有しました。 

         私からは、主催者として、２０２５年のＧ７議長国プログラムに向けた

Ｇ７とＵ７のさらなる連携強化の重要性を強調し、次期議長国カナダへの

期待を述べさせていただきました。 

         また、日本の自治体の取組事例として、私が会長を務めている指定都市

自然エネルギー協議会において、大都市の意見を取りまとめて国へ政策提

言していることや、私が市長就任以来取り組んできた電気自動車の普及施

策「Ｅ―ＫＩＺＵＮＡ Ｐｒｏｊｅｃｔ」についても発信しました。 

         会議に参加いただいたイギリス政府においては、自国開催であったＣＯ

Ｐ２６においてＺＥＶ宣言を行い、その後ゼロエミッション車への移行を

促進する国際的な連合（Ａ２Ｚ連合）を発足しています。本市は、公用車

へのＺＥＶ導入に早くから取り組んでいることから、この主旨に賛同し、

このたび、この国際的な連合への加盟を表明しました。 

         世界の様々な国、自治体、企業などが加盟していますが、日本からは初

の加盟となります。 

         日本政府が設置したジャパン・パビリオンにおいても２つのセミナーに

登壇をさせていただきました。この２つのセミナーでは、本市が令和４年

度から取り組んでいるクアラルンプール市との都市間連携事業について発

信するとともに、他の都市間連携の優良事例や知見を共有させていただき

ました。 

         また、マレーシアのジョホールサステナビリティセンターがエネルギー

を効率的に使用する高気密高断熱の考え方とサステナブルな建材を活用し
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た木材建築に関心を持っており、今後知見の共有等を通じて連携すること

としました。 

         ジャパン・パビリオンでは、日本の持つ幅広い技術・取組を発信する展

示が行われ、それらも視察してきました。 

         さらに、セミナー登壇をきっかけに、韓国の自治体首長であるクムチョ

ン区長、またクァンミョン市長から対談の申入れがあり、お互いの自治体

の取組事例や今後の連携協力関係などについて、意見交換をさせていただ

きました。 

         会場内には世界各国、団体のパビリオンが設置され、大変な盛り上がり

を見せていました。 

         今回初めてＣＯＰに現地参加してきましたが、気候変動という地球規模

の課題においては、自治体の役割は重要性を増しており、自治体のリーダ

ーが自らＣＯＰという国際舞台でその参加者と課題を共有し、議論するこ

とは大変意義があり、貴重な機会になったと考えています。今後も国や他

都市、団体、企業などをはじめ、様々なステークホルダーと連携しながら、

２０５０年のゼロカーボンシティ実現に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 

         続いて、議題３「プラスＡＥＤ 青色防犯パトロール車にＡＥＤを搭載

します」について説明します。 

         初めに、本市のＡＥＤの設置状況について説明します。本市では、平成

１６年に市民によるＡＥＤの使用が認められたことに伴い、これまでＡＥ

Ｄの整備、普及に取り組んできました。その結果、令和６年４月１日現在

で、学校や保育園、放課後児童クラブを中心に１，０３２台のＡＥＤを設

置しています。 

         本市では、平成２３年に、当時小学校６年生の桐田明日香さんが、駅伝

の授業中に倒れ、翌日お亡くなりになるという大変悲しい事故がありまし

た。これを踏まえ、平成２４年に体育活動時等における事故対応テキスト、

いわゆるＡＳＵＫＡモデルを作成し、普及する取組を進めてきました。 

         昨年度には、ＡＥＤ及び屋外型ＡＥＤ収納ボックスの寄贈を受け、市民

市長発表：議題３「青色防犯パトロール車にＡＥＤを

搭載します」 



 
7 

の方もご利用できるように市立全中学校５８校の正門等にＡＥＤを設置し

ました。 

         今年度は、２４時間誰でも使用可能なＡＥＤの設置を進めるために、

１０区全ての区役所の正面入口にＡＥＤを設置しました。 

         また、救命事案発生時に迷わずＡＥＤにたどりつけるよう、市有施設内

のＡＥＤを原則トイレ付近に設置して分かりやすくしました。 

         今回、新たに「プラスＡＥＤ」というコンセプトを打ち出します。これ

は、庁内外で実施される様々な事業等にＡＥＤを加えることで、既存事業

の価値を高めるとともに、救命意識の向上を図り、よりＡＥＤを日常的な

ものとしていこうというものです。 

         プラスＡＥＤの取組として、１２月から青色防犯パトロール車にＡＥＤ

を搭載します。各区役所で運行している青色防犯パトロール車にＡＥＤを

搭載することで、パトロール中に遭遇した救命事案に迅速に対応します。 

         まずは、モデル事業として実施し、１２月から大宮区、中央区、浦和区、

岩槻区の４区で先行実施を行います。 

         ＡＥＤ搭載車両には、ＡＥＤが搭載されていることが分かるよう車両に

表示を行います。こちらがＡＥＤ搭載車両のイメージです。車両の前面及

び後面と車両の扉の部分にＡＥＤのマークに加え、「ＡＥＤ搭載車」の文字

を表示します。 

         市民の皆様は、救命事案発生時にこのような表示がある青色防犯パトロ

ール車を見かけたら、迷うことなく乗車している職員に声をかけていただ

きたいと思います。 

         ＡＥＤは、いざというときに市民の皆様の大切な命を守るものです。Ａ

ＥＤを搭載した青色防犯パトロール車が市内を巡回することで、市民に安

心感を与えることができるものと考えています。今後も、庁内外で実施さ

れる様々な事業等にＡＥＤを加えることで既存事業の価値を高めるととも

に、救命意識の向上を図り、よりＡＥＤを日常的なものとしていきます。 

 

 

 

         

市長発表：議題４「市ＬＩＮＥ公式アカウントで あな

たに、もっと情報を届けます」 
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 次に、議題４「さいたま市ＬＩＮＥ公式アカウントで、あなたに、もっ

と情報を届けます。１２月２日から配信カテゴリを追加、さいたま市みん

なのアプリとも連携します」について説明します。 

         初めに、さいたま市のＬＩＮＥについて紹介します。本市では、市の魅

力やイベント情報等を広くお伝えするために、平成２９年度からＬＩＮＥ

を活用しています。今では、６万７,０００人を超える友だちに登録いただ

いています。登録者数は、今年度になって特に増加していて、現在で、昨

年度末から１万７，５００人以上、３５％も増加しています。昨年８月か

ら、お使いいただける便利な機能を追加したことも登録者が増えている要

因の一つであると考えています。 

         例えばこちらにあるとおり、基本メニューを開くと市のホームページへ

のインデックスとして活用できるボタンを配置しました。くらしサポート

では、「電子申請」や道路、公園等の損傷を通報できる「まちパト」につな

がるボタンを配置しています。市民の皆様の暮らしに身近な便利機能を備

えていますので、まだ友だちでない方は、一度お試しいただきたいと思い

ます。 

         続いて、こちらも昨年８月から始めた機能で、ご自身に合った情報をカ

テゴリ別に選択できるというものです。青で示している１２種類のカテゴ

リから、お好みのものを選択して情報を受信できます。不要な情報を届か

なくすることで、受け取る情報を制限できます。本市としても、ＬＩＮＥ

での情報発信件数が増えてきているので、煩わしい受信を防ぐためにもカ

テゴリ登録を活用していただきたいと思います。 

         また、このたび、このカテゴリを増やし、情報配信の強化を図ります。

カテゴリ追加の検討については、ＬＩＮＥの友だちへのアンケートを行い

ました。どんな情報が来たらうれしいかについて自由記述で聞きました。

同じような意味の答えをグルーピングすると、このような結果となりまし

た。ＬＩＮＥへの期待をまとめると、余暇を楽しむ情報への期待が最も多

く、次いで、災害、気象警報、防犯等の命を守るための情報が多かったと

言えます。 

         今年は、エコ家電のキャンペーンを実施したこともあり、補助金、給付

金も多くありました。これらは、お店のクーポンとの併記も多く、行政サ
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ービスだけでないまちのちょっとお得な情報が求められているということ

も改めて分かったところです。 

         このアンケート結果のほかにも、大学生や子ども連れの親御さんにイン

タビューをするなどして、新たなカテゴリの検討を行いました。 

         こちらが新たな配信カテゴリの一覧です。新たに加えるのは、１２カテ

ゴリです。ご覧の赤色が今回追加するものです。市民の皆様の暮らしに少

しでも役立つ情報、余暇の彩りにつながるような情報を配信していきたい

と考えています。「安全・防災」、「補助金・給付金」といったアンケートで

ニーズの高かったもの、またお出かけの参考になるような「観光」、「自然・

公園」も追加します。「自然・公園」では、季節のお花の開花情報をお知ら

せするなどして、いつものお買物にちょっと足を延ばして楽しんでいただ

ければありがたいと思います。 

         また、学生や２０代向けの情報も充実させていくため、「結婚・ライフデ

ザイン」や「就職・職員採用」も追加しています。若い世代の方には、消

費生活相談や性感染症の無料検査の情報も配信しますので、「友だち」にな

ってもらえるようしっかりとＰＲしていきます。 

         すぐに配信を始められる情報もあります。これから充実させていきたい

という思いで追加したカテゴリもあります。ニーズの高い情報を新たに配

信していくことで「友だち」を増加させたいと考えています。 

         また、これに合わせて、「さいたま市みんなのアプリ」においても、ＬＩ

ＮＥと同じ内容で情報を配信することになります。みんなのアプリ内にあ

るお知らせコーナーでご覧いただけます。こちらもカテゴリ別の配信とな

ります。お知らせページは、市からの情報だけでなく、店舗からの情報も

配信しています。先ほどのアンケート結果で多かったまちのちょっとお得

な情報です。店舗からの情報コーナーでは、行政では配信し切れない各店

舗のお得情報もお届けしています。ＬＩＮＥとみんなのアプリをうまく活

用していただいて、皆様の暮らしに役立つ情報を取得していただきたいと

思います。 

         新たなカテゴリでの配信は、１２月２日に開始します。既に登録いただ

いている方は、明日から新たなカテゴリ登録ができるようになります。登

録していない方は、ぜひこの機会に登録してください。 
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         議題の説明は以上です。 

 

 

 

 

         続いて、お知らせがあります。先日、７万ダウンロードを突破したさい

たま市みんなのアプリで、１２月１日から新機能、新キャンペーンを開始

します。 

         まず、多くの方からご要望いただいていた現金チャージが、ついに全国

のセブン銀行のＡＴＭでできるようになります。現金チャージ開始を記念

して、現金で初回１万円以上をチャージしていただくと、２，０００円相

当のたまポンがもらえる新キャンペーンを開始します。現在実施中のキャ

ンペーンと合わせると、最大４，０００円相当のたまポンがもらえること

になります。既に銀行口座やクレジットカードで登録している方も、現金

で１万円以上チャージしていただくと、２，０００円分のポイントがもら

えるということですので、登録している方もさらに便利です。また、これ

は３月３１日までのお得なキャンペーンですので、ぜひ皆さんにさいたま

市みんなのアプリのダウンロードをお願いしたいと思います。 

         さらに、決済時に決済金額の３％分のたまポンがもらえる新キャンペー

ンを令和７年１月５日まで実施します。実施期間中は、今チャージ時に３％

分のポイントが還元されますが、決済して、お金を使ったときに、また３％

分のたまポンが還元されます。ですから、最大で６％ポイントがたまる大

変お得なキャンペーンです。１月５日までですので、ぜひ期間限定の超お

得なキャンペーン、ぜひ皆さん、お忘れなくご利用ください。 

         これからも皆様のご意見をしっかりと聞きながら、よりよいアプリ、よ

りよいサービスにしていきたいと考えています。そのためにも、より多く

の方のご利用と、より多くの加盟店登録をお待ちしていますので、よろし

くお願いします。 

         私からは以上です。 

 

 

市長発表：お知らせ「１２月１日からさいたま市みん

なのアプリで「新機能・新キャンペーン」を開始しま

す」 

議題に関する質問 
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〇 共同通信   ありがとうございます。 

         市長からの説明に関連して幹事社のほうから１点質問させていただきま

す。 

         補正予算議案の次世代型スポーツ施設の整備事業に関連してなんですけ

れども、こちら当初５２億円という金額が示されていたと思いますが、今

回１３０億円が限度額と大幅に上がった理由を教えてください。 

〇 市  長   基本計画での試算は、この整備手法の検討に当たり、ＰＦＩ手法と従来

手法をその時点で比較をするために、金額を割り引いて現在価値に換算す

るなど、一定の条件で算出したものとなっています。基本計画時点につい

ては、事業手法を検討することを目的に算出した財政負担額ですので、税

抜き及び現在価値に換算したものです。今後の公募に関わる内容なので、

具体的なお答えはできませんが、増加の理由としては今説明したことが一

つと、それに加えて、昨今の物価高騰による施設整備費の増加、それから

市民がメインアリーナを使用する際に発生する費用を市の負担として追加

をするということです。 

〇 共同通信   では、市長からの説明に関して質問のある社は、マイクを使用してお願

いいたします。 

〇 読売新聞   読売新聞です。お話ありがとうございました。 

         今の共同さんの質問に関連するんですけれども、次世代型スポーツアリ

ーナの件でお伺いさせていただきます。改めてこちらのアリーナの必要性

といいますか、そういったものについて市長の意見をお願いいたします。 

〇 市  長   次世代型スポーツ施設については、さいたま市としてはスポーツの振興、

それから中央区や本市が特に成長し続けるためのまちづくりの一環で取り

組んでいる事業です。これまでの従来型のスポーツ施設ではなくて、やは

り見るスポーツも含めて楽しむ機会を増やしていこうと計画をしてきたも

のです。より多くの皆さんにご理解をいただきながら、計画をしっかりと

前に進めていきたいと考えています。 

         さいたま市は、特にスポーツでまちづくりを進めていくことを申し上げ

ていまして、スポーツ振興まちづくり条例、あるいはスポーツ振興まちづ

くり計画などを定めながらモデル的な重点事業を定めて、これらの事業を

着実に進めているところです。このスポーツ施設によって、よりスポーツ
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の振興を図っていくと同時に、地域の活性化にもつなげていきたいと考え

ています。 

〇 読売新聞   あと、ＡＥＤなんですけれども、現在は千何台かと思うんですが、この

青色防犯パトロールを設置することによって新たに何台、何個ぐらい増え

るんでしょうか。 

〇 事務局    今回、４台使うのですが、既存の台数のものを使いますので、新たに増

やすわけではありません。 

〇 埼玉新聞   埼玉新聞です。ご説明ありがとうございました。 

         次世代型スポーツ施設についてお聞きしたいんですけれども、ほかのグ

リーンヒルとか、あと義務教育学校の問題とか、市民に説明が足りないん

じゃないかという声も多かったかと思うんですけれども、今回は金額が跳

ね上がったとかも含めて、恐らく反対される方の声というのも高まるので

はないかと思うんですが、その辺の反対される方への向き合い方というか、

説明の仕方、どんなことが大事になりますでしょうか。 

〇 市  長   反対の意見がある一方で、期待の声も寄せていただいています。次世代

型スポーツ施設の整備を進めていくことは、中央区や本市が持続的に成長

発展を続けていくためのまちづくりに必要であるという考えに基づいて実

施しています。引き続き推進していきたいと考えています。 

         また、これまでもより多くの意見聴取を様々な形で、説明会も行いまし

た。オープンハウス形式の意見聴取もしてきたところです。いろいろな形

でご意見を伺いながら、それをいろいろな形でこれまでも計画の中に反映

したり、あるいはこれから進めていく整備計画等の中にも盛り込んで、予

算化しているところです。引き続き、整備の必要性、また意義などについ

て丁寧に説明をしながら、より多くの方のご理解をいただき、整備を進め

ていきたいと考えています。 

〇 産経新聞   産経新聞です。よろしくお願いします。 

         １か月児健診に係る経費一部助成でございますが、１か月という時点で

やる、その意義についてお伺いしたいのと、あと利用者の負担がある程度

減るというような理解でよろしいか、お聞きしたいと思います。 

〇 市  長   まず、１か月児健診の実施の目的ですが、現在、市の乳幼児健康診査は、

４か月児の健診診査が最初の健診になっていますが、身体疾患が顕在化す
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る時期の１か月児に対して、市として新たに健康診査を実施することによ

って、出産後から切れ目のない支援体制を実施できると考えています。 

         内容については、担当から説明します。 

〇 事務局    健診の内容については、身体的な計測であったり、栄養状態の確認であ

ったり、国で示している内容を盛り込む予定としています。 

         補助については、市民の方が健診を受けたときに助成券を利用していた

だくことで、自己負担の金額を少なくするという制度になる予定です。 

〇 時事通信   時事通信です。ご説明ありがとうございました。 

         ＣＯＰ２９の「Ｅ―ＫＩＺＵＮＡ Ｈｉｇｈ―Ｌｅｖｅｌ Ｔａｌｋｓ」

の件で伺いたいんですけれども、今回日本で初めてゼロエミッション車へ

の移行を促進する国際的な連合へ加盟を表明されたということなんですが、

この加盟することでの国内の他の自治体や企業への働きかけですとか、国

外もそうなんですけれども、市としてどのように働きかけたいという意気

込みを教えていただけますか。 

〇 市  長   本市が今回主催した「Ｅ―ＫＩＺＵＮＡ Ｈｉｇｈ―Ｌｅｖｅｌ Ｔａ

ｌｋｓ」において、イギリス政府との登壇交渉の過程でＡ２Ｚの枠組みが

「Ｅ―ＫＩＺＵＮＡ Ｐｒｏｊｅｃｔ」の理念と合致することから加盟す

ることとしました。さいたま市は、これまでもＥ―ＫＩＺＵＮＡサミット

を開催し、企業、地方自治体などに参加していただいて、いわゆるゼロエ

ミッションカー、次世代自動車の普及促進を図ってきました。今回このＡ

２Ｚに加盟したことをそれぞれの自治体にもお知らせをしながら、ぜひ登

録への検討についても、呼びかけをしていきたいと考えています。 

         さいたま市は、かなり以前からゼロエミッションカーを優先して購入し

ている状況で、ＺＥＶ公用車を現在で１０８台、ＥＶが１０６台、ＣＶが

２台となっています。引き続き、（次世代自動車の普及促進）に取り組んで

いきます。 

 

 

 

 

 

幹事社質問：「１０３万円の壁」の見直しが話題とな

っています。働き控えの解消が期待される一方、税収

減も懸念されていますが、市長のご見解をお聞かせく

ださい。 
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〇 共同通信   それでは、幹事社質問に移ります。 

         年収が１０３万円を超えると所得税が課税されるいわゆる１０３万円の

壁の見直しが話題となっています。働き控えの解消が期待される一方、自

治体の税収減も懸念されていますが、市長のご見解をお聞かせください。 

〇 市  長   まず、１０３万円の壁の見直しの議論については、昨日、政党間の会談

によって、政府の総合経済対策について合意したところです。今後、年末

の令和７年度税制改正に向けて、具体的な議論がなされるものと認識して

います。 

         この見直しは、ご指摘のような働き控えの解消や、可処分所得の増加な

どを期待しているものと認識していますが、その一方で、地方税では個人

住民税だけで４兆円の減収が見込まれるとの指摘がなされていて、国によ

る財源負担がなければ、今後の基礎的行政サービスの提供に支障を来す可

能性があるとも認識しています。 

         １０３万円の壁の見直しについては、反対ではありませんが、やはり政

策目的やその効果のほか、税や社会保険料全体の負担の在り方、また住民

に必要な行政サービスの提供に影響を及ぼすことのないよう、減収分に相

当する代替財源の確保も含めてしっかりと丁寧に議論を進めていただきた

いと思っています。 

 

 

〇 共同通信   ありがとうございます。 

         幹事社質問に関して質問のある社は質問をお願いします。 

〇 読売新聞   読売新聞です。 

         今、反対ではないというふうにおっしゃられましたが、いろいろ条件は

ある中で、この１０３万円の壁についてはいろいろありますけれども、基

本的に市長としては賛成というようなお立場という理解でよろしいでしょ

うか。 

〇 市  長   見直しについて、もちろん代替財源がしっかり確保できればという前提

はつきますが、見直すことについては反対ではありません。やはり今の賃

金が上がってきている中で、（１０３万円）で頭打ちになってしまうことは、

これまで以上に働き控えが進んでくる懸念もありますので、１０３万円の

幹事社質問に関する質問 
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壁の見直しについては賛成というか、やむを得ないだろうと思っています。 

         ただ、これを幾らにするのかという議論であったり、それ以外にも

１０６万円の壁、１３０万円の壁などもあります。そういったことも含め

て社会保険をどのように対応していくのか、それから金額の設定によって

は、かなり大きな財源の影響、特に地方への影響がものすごくありますの

で、しっかり議論していただき、その代替財源をしっかりと確保していた

だいた上で対応していただきたいと思っています。 

〇 時事通信   時事通信です。 

         今回、国民民主党が訴えている壁というのは１７８のところまで   

訴えていると思うんですけれども、もし仮に１７８万円まで非課税額が引

き上げられた場合に、市としてどれくらい税収減が見込まれるかという試

算されていたら教えてください。 

〇 市  長   なかなか正確に試算することは現状では困難ですが、総務大臣が示した

試算、大体地方は４兆円ぐらいの減収があることを基に、極めて粗い数字

になりますが、機械的に試算すると、個人市民税で約３００億円から

４００億円程度の減収が見込まれることになります。 

〇 共同通信   幹事社質問に関して質問ありますでしょうか。 

         では、そのほかに質問がある社はお願いいたします。 

 

 

 

〇 読売新聞   読売新聞です。 

         先月の話になってしまうんですけれども、大宮駅で東西対抗の綱引き大

会が行われたかと思うんですけれども、市長も現場へいらっしゃったとい

うことで、改めてこの祭りというか、このイベントについてお考えという

か、どういうふうに見ていらっしゃるのか伺ってもよろしいでしょうか。 

〇 市  長   今年の大宮駅東口、西口の対抗大綱引き大会が１０月１２日に、「大宮え

きフェス」のオープニングセレモニーとして開催され、私もゲストとして

観戦させていただきました。 

         東口と西口、両陣営に分かれて、大変熱い戦いが繰り広げられましたが、

昨年は東口が勝利して、今年は西口が勝利して、駅の構内の西口と東口の

その他：大宮駅東口・西口対抗連結大綱引き大会につ

いて 
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区分けが少しずれるという大変ユニークな取組であり、西口、東口がある

意味ではライバル関係にもなり、ある意味でリスペクトし合いながら、一

緒になって大宮駅周辺を盛り上げていこうという、まさにシンボリックな

イベントだと私は思っています。当日は３連休の初日で、非常に駅が活気

づいていて、応援団も来ていて、非常におもしろいユニークなイベントだ

と思っています。 

         駅の中で綱引き大会をやるという、かなり奇抜な発想ではありますが、

さいたま市内のいろいろなキャラクターが一緒に登場したり、また綱引き

に参加される方も筋肉隆々の方からいろいろな方々が参加されて、毎回新

しい企画で、非常に面白いと思っています。本当に真面目に綱引きをして

いるという様子とちょっとギャップもあり、その辺が面白くて楽しませて

いただきました。 

         いずれにしても、大宮駅西口と東口の人が大宮駅周辺をもっと盛り上げ

よう、たくさんの人たちに来ていただこう、楽しんでいただこうという熱

意の表れと思っています。 

 

 

〇 読売新聞   今、東口、西口のお話ありましたけれども、大宮駅、来年の３月で開業

１４０周年を迎えると思うんですけれども、改めてこの大宮の発展という

ところ、ＧＣＳ構想等もあると思うんですけれども、市長から見てどうい

うふうに写っていらっしゃるか、これから未来としてはＧＣＳがあるのか

なと思うんですけれども、そちらを進めていくために何が必要になってく

るかというところをご意見聞かせてください。 

〇 市  長   大宮は、江戸時代までは氷川神社の門前町であり、中山道の宿場町とし

て発展してきました。特に明治に入って大宮駅が設置されて、東北本線と

高崎線との分岐点である東日本の鉄道交通の要衝として、また隣接地には

旧国鉄大宮工場が立地していましたので、まさに鉄道のまちとして発展を

してきた歴史があります。 

         この鉄道交通の利便性を生かして商都大宮として、また東京のベッドタ

ウンとしての役割を果たしてきたと思っています。 

         今後は、新大宮上尾道路の整備、核都市広域幹線道路の具体化といった

その他：大宮の発展について 
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高速道路ネットワークの拡充を図ることで、道路ネットワークと鉄道とが、

併せた交通の要衝としてさらに発展していくことを期待しています。 

         また、大宮駅は東北、上信越方向に向かう新幹線６路線が乗り入れる首

都圏の玄関口です。東日本という広大な後背地を抱える唯一無二の特性を

生かして、これまで以上に人口、経済、情報、文化、いわゆる人、物、情

報が集積し、交流し、それを牽引する広域的な生活圏、経済圏の中枢都市

にしていきたいと考えています。 

〇 読売新聞   ＧＣＳについてはいかがでしょう。 

〇 市  長   ＧＣＳも、その具体的なプロジェクトの一つだと捉えていますが、ヒト・

モノ・カネ、そして情報の交流する拠点として大宮駅とその周辺の機能の

高度化と、大宮駅周辺のまちづくりと、それから大宮の交通広場も含めた

三位一体の事業ということで今進めています。 

         これから、東日本の玄関口にふさわしい都市機能を充実させながら、鉄

道インフラと道路網とをうまく連携させて、今バスタの構想もありますの

で、これまで以上に交通の要衝としての機能が高まってくると思っていま

す。さいたま市のみならず、やはり東日本全体を発展させる一つの拠点と

して、これから大宮ＧＣＳ構想をしっかりと前に進めていくと同時に、そ

ういった発展につなげるまちにしていきたいと考えています。 

 

 

〇 埼玉新聞   埼玉新聞です。 

         先日、教育委員会のほうで中学の校長先生のパワハラが認定されたこと

と、あと損害賠償の支払いが確定したということで会見されて、謝罪と、

あと校長への処分を検討するという会見をしていましたけれども、改めて

それに関して市長としての受け止めをお聞きしてもよろしいでしょうか。 

〇 市  長   まず、本件により精神的苦痛を受けられた元教頭先生に、心より謝罪を

申し上げます。 

         また、当該学校の生徒、また保護者の皆様をはじめ、市民の皆様に多大

なご心配をおかけしたことについて、深くおわび申し上げます。 

         学校職員によるパワーハラスメントが認定されたことについて、市長と

して大変重く受け止めています。教育委員会からは、教職員に対して相談

その他： 元校長先生のパワハラ認定について 
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窓口の周知や、あるいは研修の実施をするとともに、要綱の改正を含めた

教育委員会事務局としての体制見直しに早急に取り組むとの報告を受けて

います。二度と同様の事案が起きないよう取組を徹底して、市民の皆様の

信頼回復に努めていきます。 

 

 

 

〇 埼玉新聞   全くの別件で、先週の金曜日でしたか、浦和区役所の下で、レジャープ

ールの今整備事業で沼影プールの跡地を選定していると思うんですけれど

も、それのオープンハウスを浦和区役所でやっていまして、ほかの区役所

とかでもやっているかと思うんですけれども、市民の方の意見を直接聞く

ということで、どのような効果が期待できるとお考えでしょうか。 

〇 市  長   令和６年３月に閉鎖となった沼影プールの代替のレジャープールとして、

市南部エリアのどの場所が候補として上がっていて、どのような方法で選

定をしていこうと考えているのか、現在の検討状況についてまとめたもの

を市内６か所でパネル展示を行い、地域の皆様にご意見を伺っているとこ

ろです。 

         職員から個別に説明を受けられ質問等が気軽にできることで正確な情報

が伝わり、市民の皆様の事業に対する理解が深まると考えています。 

         これまで、プラザイースト、沼影公園、浦和区役所、プラザウエストの

４か所でオープンハウスを実施したところです。延べ約６４０名の方々が

来場され、多くの皆様にレジャープールについて関心を持っていただいて、

様々なご意見を頂戴しているところであり、効果があったと感じています。 

         また、今回のオープンハウスだけでなく、今後も引き続き事業の進捗に

ついて適宜周知を行いながら、市民の皆様のご意見を伺える機会を設けて

いきたいと考えています。 

         多くの皆様にご利用いただけるレジャープールとなるよう、市民の皆様

と情報交換をしながら検討を進めていきます。 

 

 

〇 埼玉新聞   あともう一点お聞きしたいんですけれども、先日、兵庫県知事選で、前

その他： レジャープールの整備に向けたオープンハウ

スの効果について 

その他： 兵庫県知事選におけるＳＮＳの活用について 
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の知事が再選を果たしまして、ＳＮＳの活用が大きかったんではないかと

いうことで、最近ＳＮＳを活用しての選挙というのも結構多いと思うんで

すけれども、選挙でＳＮＳを活用することでどんな効果があるのか、市長

の考えをお聞かせください。 

〇 市  長   まず、今回の兵庫県知事選挙についての状況は私も詳細に把握している

わけではありませんが、一般的な話で申し上げると、やはり選挙期間中は、

様々な報道の制約を受ける中で、有権者にとってはＳＮＳが情報を入手す

る大きな手段であったことは事実だと思っています。特に若い世代を中心

に、これまで政治に関する情報をあまり積極的に取ってこなかった世代の

方々がＳＮＳから情報を入手して関心を持ち、投票行動につながっていっ

たと感じています。そういったことなどもあり、大幅に投票率が上がった

のだろうと思っています。 

         （ＳＮＳは、）これまであまり関心のなかった世代にお知らせをしたり、

関心を持ってもらうという意味では、大変大きな効果を発揮する可能性を

持つメディアだと感じています。 

         ただ、もう一方で、情報発信によって特定の情報が拡散し、また増幅さ

れて、特定の候補者のイメージづくりにつながるような使われ方、また情

報の正確さなど、課題もいろいろあると思います。もちろん（情報を）受

ける有権者の皆さんが、それを見てどう判断するかということもあります

が、いずれにしても、これからＳＮＳを活用した選挙がますます増えてく

ると思います。 

         あわせて、政治に関わる側も、その中でどのように分かりやすく、きち

んと情報を発信していくのかが課題でもあると思いますし、受け手の皆様

にもしっかりと情報を精査していただきながら、自分自身の投票行動の判

断の材料の一つとして、しっかりと取り組んでいただくことが必要だと思

っています。 

 

 

〇 読売新聞   読売新聞です。 

         先日、土地売却の件で元職員の方が書類送検されたと思うんですけれど

も、書類送検された日に市長コメント発表してくださいましたが、改めて

その他： 市有地の不正売却事案について 
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こちらの事案に関する、書類送検に対する受け止めと、今後どういうふう

にしていきたいかというの、もしありましたらお願いしたいと思います。 

〇 市  長   与野まちづくり事務所における市有地の不正売却事案につきましては、

６月２４日付で元職員を浦和西警察署に告発し、今回告発事実のとおり送

検されたものです。 

         市としては、今後の検察、また司法の判断を注視していきたいと考えて

います。 

         また、本事案については、９月定例会後に土地売却の相手方と合意書及

び和解書を締結し、１０月２１日に土地代金の返還及び和解金の支払いが

完了しました。また、１１月１３日には土地の登記が市に戻っていること

を確認しています。 

         また、１０月２５日には元職員への求償についても完了したところです。 

         今後は、既に取組を進めている１７の再発防止策をそれぞれの組織で確

実に実行するよう徹底し、市民の皆様からの信頼をしっかりと取り戻せる

ように全力で取り組んでいきます。 

〇 共同通信   質問はよろしいでしょうか。 

         ありがとうございました。以上をもちまして記者からの質問を終了させ

ていただきます。 

〇 進  行   以上をもちまして市長定例記者会見を終了させていただきます。 

         なお、次回の開催は、１２月１８日水曜日午後１時３０分からを予定し

ています。本日はありがとうございました。 

 

午後 ２時５９分閉会 

 

 

※この議事録は、明らかな言い直し、重複した言葉遣い、話し言葉などを読み易く整理した 

ものを掲載しています。なお、会見後追加・訂正・補足等された文言等については（  ）と 

し、下線を付しています。 


